
旧
農
地
法
に
基
づ
く
国
有
農
地
等
に

関
す
る
制
度
及
び
運
⽤
の
⾒
直
し

令
和
２
年
７
⽉
15
⽇

三
重
県

１

令
和
２
年
地
⽅
分
権
に
関
す
る
提
案

【
重
点
事
項
22
】

三
重

と
こ

わ
か

国
体

・
三

重
と

こ
わ

か
⼤

会
マ

ス
コ

ッ
ト

「
と

こ
ま

る
」
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は
じ
め
に
〜
三
重
県
の
状
況
〜 ２

【
三
重
県
に
お
け
る
管
理
数
量
（
R2
.3
）
】

12
6筆

、
約

4h
a

1,
85

0筆
約

85
ha

（
国

有
財

産
台

帳
記

載
数

量
）

国
有
農
地

開
拓拓
財
産

⾷
糧

増
産

と
帰

農
促

進
の

た
め

、
国

が
買

収
し

た
⼭

林
原

野
（

未
墾

地
）

、
旧

⽇
本

軍
の

軍
⽤

地
や

旧
内

務
省

神
社

敷
地

等
→

開
拓

道
⽔

路
、

⼭
林

、
た

め
池

等

戦
後

農
業

⽣
産

⼒
の

発
展

と
農

村
の

⺠
主

化
を

促
進

す
る

た
め

、
国

が
不

在
地

主
か

ら
買

収
し

た
農

地
（

既
墾

地
）

等
→

⽥
畑

、
雑

種
地

等
（

⼀
部

は
農

耕
貸

付
）

開
拓

道
⽔

路
た

めめ
池

⼭
林

畑
雑

種種
地
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【
三
重
県
に
お
け
る
管
理
事
務
の
概
要
】

３

事
務
処
理

現
場
対
応

〇
現

地
確

認
（

全
財

産
に

つ
き

年
１

回
）

〇
災

害
時

の
⾒

回
り

〇
草

刈
り

・
樹

⽊
の

伐
採

〇
防

災
復

旧
⼯

事
〇

境
界

⽴
会

・
測

量
〇

不
法

占
有

の
排

除
〇

住
⺠

要
望

の
対

応

防
災

対
応

現
地

確
認

書
類

調
査

等
〇

国
有

財
産

台
帳

の
整

備
〇

登
記

是
正

〇
貸

付
事

務
〇

財
務

省
へ

の
引

継
書

類
作

成
〇

不
要

地
認

定
や

旧
所

有
者

公
告

の
調

査
〇

住
⺠

や
官

公
署

か
ら

の
所

管
確

認
や

登
記

是
正

等
の

依
頼

課
題

〇
事

務
⼿

続
き

か
ら

現
場

対
応

ま
で

多
岐

に
わ

た
り

、
財
産
の
形
態
も
多
種
多
様

で
あ

る
。

〇
戦

後
70

年
以

上
が

経
過

し
、

現
場

が
⼭

林
化

し
て

財
産

の
位

置
特

定
が

困
難

、
資

料
等

の
保

存
期

間
終

了
に

よ
る

廃
棄

、
関

係
者

の
把

握
が

困
難

で
あ

り
、

当
時

の
詳

細
が

不
明

で
あ

る
。

〇
対

応
が

困
難

な
案

件
が

多
い

も
の

の
、
権
利
に
関
す
る
事
務
で
あ
る

た
め

、
国

⺠
に

直
接

影
響

す
る

業
務

で
あ

る
。

〇
多

様
な

課
題

に
対

応
す

る
た

め
、

幅
広

い
知

識
が

必
要

で
あ

り
、
国
や
市
町
等
と
連
携
し
て
業
務
を
⾏
う

必
要

が
あ

る
。

現
状

3
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②
国
有
農
地
等
の
旧
所
有
者
等
へ
の
優
先
売
払
い
に
係
る
公
告

期
間
（
６
カ
⽉
）
を
短
縮
化
す
る
こ
と
。

４

【
⽀
障
事
例
】

国
有

農
地

等
の

処
分

に
つ

い
て

、
国

に
お

い
て

は
令

和
11

（
20

30
）

年
度

末
ま

で
に

「
売

却
不

能
な

国
有

農
地

等
を

ゼ
ロ

」
と

す
る

⽬
標

を
掲

げ
て

い
る

。
し

か
し

、
三

重
県

の
管

理
数

量
約

2,
00

0筆
（

約
90

ha
）

に
対

し
、

当
県

の
年

間
処

分
件

数
は
約
20
筆

に
と

ど
ま

る
⼀

⽅
で

、
台

帳
に

記
載

の
な

い
新

規
財

産
が

年
間

約
10

筆
以

上
発

⾒
さ

れ
お

り
、

純
減

は
約

10
筆

と
な

っ
て

い
る

。

三
重
県
の
近
年
の
処
分
数

処
分

筆
数

湳
渶 ｅ
你
ｆ

Ｈ
２

８

国
有

農
地

1
15

8
開

拓
財

産
13

3,
14

5
計

14
3,

30
3

Ｈ
２

９

国
有

農
地

0
0

開
拓

財
産

29
9,

12
0

計
29

9,
12

0

Ｈ
３

０

国
有

農
地

2
36

3
開

拓
財

産
7

1,
67

4
計

9
2,

03
7

Ｒ
１

国
有

農
地

9
1,

55
3

開
拓

財
産

35
7,

01
6

計
44

8,
56

9

合
計

国
有

農
地

12
2,

07
4

開
拓

財
産

84
20

,9
55

計
96

23
,0

29

【
三
重
県
の
提
案
内
容
】

都
道

府
県

が
管

理
す

る
国

有
農

地
等

に
つ

い
て

、
迅

速
な

処
分

が
可

能
と

な
る

よ
う

、
旧
所
有
者
等
へ
の
優
先
売

払
い
に
係
る
公
告
期
間
（
６
カ
⽉
）
の
短
縮
を
求
め
る

。

新
規

発
⾒

が
な

か
っ

た
と

し
て

も
、

現
在

の
ペ

ー
ス

で
は

完
了

ま
で

に
約
10
0年

以
上

か
か

る
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処
分
に
時
間
を
要
す
る
要
因

処
分

を
⾏

う
に

あ
た

り
、

財
産

の
由

来
（

旧
所

有
者

か
ら

買
収

し
た

も
の

や
旧

軍
⽤

地
等

）
や

売
払

い
相

⼿
⽅

に
よ

り
処

分
⽅

法
が

異
な

る
。

５

⾮
農
業
利
⽤
⽬
的
で
売
払
う
場
合
、
買
収
前
の
所
有
者
⼜
は
そ
の
承
継
⼈
に
売
払
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

（
旧

農
地

法
第

80
条

）
（

①
）

→
近
年
は
、
財
務
省
に
引
き
継
ぎ
、
売
払
う
ケ
ー
ス
（
②
）
が
増
加
し
て
い
る
。

旧
所

有
者

等
以

外
の

者
に

売
り

払
う

場
合

に
は

、
公

告
を

し
た

⽇
か

ら
起

算
し

て
６
カ
⽉
以
内

に
旧

所
有

者
等

か
ら

買
受

け
の

申
込

み
が

な
い

場
合

、
可

能
と

な
る

。
（

旧
農

地
法

施
⾏

令
第

17
条

）

→
旧
所
有
者
等
以
外
に
売
り
払
う
に
は

６
カ
⽉

処
分
の
⽅
法

原
則⾮
農
業
利
⽤

⽬
的
売
払
い

農
業
利
⽤

⽬
的
売
払
い

①
旧
所
有
者
等
に
売
払
い

②
財
務
省
に
引
継
ぎ
・
所
管
換
え
の
の
ち
、
財
務
省
か
ら
売
払
い
や
譲
与

③
転

⽤
貸

付
し

た
財

産
を

農
林

⽔
産

省
よ

り
売

払
い

④
農

林
⽔

産
省

よ
り

農
地

と
し

て
売

払
い

⑤
都

道
府

県
・

市
町

村
・

⼟
地

改
良

区
等

へ
農

道
と

し
て

譲
与
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資
料

調
査

・
測

量
・

登
記

（
県

）

旧
所

有
者

確
認

（
県

）
不

要
地

認
定

（
農

林
⽔

産
省

）

旧
令
17
条
公
告

（
農

林
⽔

産
省

）

財
務

省
と

事
前

調
整

（
主

に
県

）

財
務

省
へ

引
継

ぎ
・

引
受

事
前

⽴
会

、
是

正
等

地
図

調
査

・
現

地
⽴

会
等

県
に

て
資

料
調

査

三
重
県
に
お
いい
ててて
財
務
省
へ
引
継
ぎ
を
⾏
う
ケ
ー
ス

財
務

省
か

ら
売

払
い

６
カ

⽉

３
カ

⽉

６
カ

⽉

４
カ

⽉

２
カ

⽉

財
務
省
へ

引
き
継
ぐ

ま
で

平
均

21
カ
⽉

６

旧
所

有
者

公
告

の
た

め
に

要
す

る
時

間
→
９
カ
⽉
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そ
の
結
果

〇
引

継
ぎ

期
間

の
管

理
事

務
に

係
る

⼈
件

費
や

除
草

費
⽤

等
の
維
持
管
理
経
費
が
発
⽣
。

〇
公

共
事

業
や

⺠
間

の
開

発
事

業
の

⽤
地

と
な

っ
た

場
合

、
処
分
期
間
の
⻑
さ
か
ら
事
業
の
遅
れ
に
繋
が
る
お
そ
れ

が
あ

る
。

→
公

共
事

業
が

遅
延

す
る

こ
と

で
利

便
性

の
向

上
を

妨
げ

、
ま

た
開

発
事

業
の

妨
げ

に
な

る
こ

と
で

⺠
間

の
経

済
活

動
の

促
進

を
阻

害
す

る
可

能
性

が
あ

る
。

→
処

分
の

機
会

を
逃

す
と

再
度

の
処

分
が

困
難

。

今
後
の
⽅
向
性

近
年

、
本

県
に

お
い

て
公

告
に

よ
り

旧
所

有
者

等
か

ら
買

受
け

希
望

が
あ

っ
た

事
例

は
な

い
。

す
で
に
戦
後
70
年
以
上
経
過
し
て
お
り
、
６
カ
⽉
も
の
公
告
期
間
を
確
保
す
る

必
要
性
は
低
下
し
て
い
る

も
の

と
考

え
る

。

地
⽅

農
政

局
⻑

県
（

進
達

）
公
告
６
カ
⽉

（
官
報
掲
載
）

旧
所

有
者

等
へ

通
知

（
公

告
か

ら
６

カ
⽉

以
内

に
申

し
込

み
）

７
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【
制
度
改
正
に
よ
る
効
果
】

〇
迅
速
な
処
分
を
⾏
う

こ
と

が
可

能
と

な
る

。
〇
国
⼟
の
有
効
活
⽤

が
⾒

込
め

る
。

→
公

共
事

業
⽤

地
取

得
が

迅
速

に
⾏

わ
れ

る
こ

と
に

よ
り

国
⺠

の
利

便
性

が
向

上
。

→
⺠

間
の

経
済

活
動

を
促

進
。

〇
管
理
経
費
（
維
持
管
理
経
費
）
の
削
減

に
繋

が
る

。

旧
所

有
者

等
へ

の
優

先
売

払
い

に
係

る
公
告
期
間
（
６
カ
⽉
）
の
短
縮

を
求

め
る

。
提

案

８
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③
国
有
農
地
等
の
取
得
時
効
の
認
定
に
係
る
運
⽤
に
つ
い
て
、

明
確
な
基
準
の
策
定
、
⼿
続
き
の
簡
素
化
及
び
⾃
作
農
財
産
紛

争
処
理
等
連
絡
協
議
会
の
運
⽤
の
⾒
直
し
等
を
⾏
う
こ
と
。

【
三
重
県
の
提
案
内
容
】

国
有

農
地

等
の

時
効

が
完

成
し

た
財

産
に

つ
い

て
は

、
柔

軟
な

対
応

が
可

能
と

な
る

よ
う

、
「
⾃
作
農
財
産
に
係

る
取
得
時
効
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
」

（
以

下
「

通
知

」
と

い
う

。
）
の
制
度
運
⽤
の
⾒
直
し
を
⾏
う
と
と
も
に
、

同
制
度
に
お
け
る
時
効
取
得
の
認
定
に
か
か
る
明
確
な
基
準
を
策
定

す
る

こ
と

。

９

時
効
取
得
の
要
件
（
⺠
法
第第
16
22条条条

）

三
重
県
で
の
時
効
取
得
申
出

（
⼝
頭
）

年
度

件
数
（
R２

．
６
）

H
30

1

R元
3

R2
2

①
⼀

定
期

間
（

⻑
期

時
効

取
得

は
20

年
、

短
期

時
効

取
得

は
10

年
）

②
所

有
の

意
思

を
も

っ
て

③
平

然
か

つ
公

然
④

他
⼈

の
物

を
⑤

占
有

し
た

こ
と

⑥
短

期
取

得
の

場
合

は
、

占
有

時
に

善
意

無
過

失
で

あ
る

こ
と

＊
②

③
⑥

（
う

ち
善

意
）

は
占

有
者

は
⽴

証
す

る
必

要
な

し
（

⺠
法

第
18

6条
）

国
有
農
地
等
は
普
通
財
産
で
あ
り
、
時
効
取
得
の
対
象
と
な
る
。
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①
国

有
農

地
等

が
新

た
に

発
⾒

（
国

有
財

産
台

帳
に

記
載

な
し

）
さ

れ
、

既
に

そ
の

財
産

を
住

宅
⽤

地
等

と
し

て
占

有
し

て
い

る
者

が
時
効
が
完
成
し
て
い
る
と
主
張
。

②
県
が

証
拠

資
料

等
か

ら
時
効
が
完
成
し
て
い
る
と
判
断

。
③

国
の

通
知

「
⾃

作
農

財
産

に
係

る
取

得
時

効
の

取
り

扱
い

に
つ

い
て

（
昭

和
51

年
９

⽉
21

⽇
51

構
改

B第
10

58
号

）
」

に
基

づ
き

、
「
時
効
取
得
確
認
申
出
書
」
の
提
出
前
に
、
国
に
時
効
取
得
の
申
⼊
れ
の
可
否
を
相
談
。

④
⾃

作
農

財
産

紛
争

処
理

等
連

絡
協

議
会

へ
の

付
議

は
出

来
な

い
旨

を
⼝

頭
で

伝
え

ら
れ

、
時

効
取

得
が

認
め

ら
れ

な
い

。
申
出
書
の
提
出
に
も
⾄
ら
ず
、
処
分
を
結
果
的
に
断
念

。

【
⽀
障
事
例
】

占
有
者
が
国
有
農
地
等
の
時
効
取
得
を
主
張
し
た
場
合
（
三
重
県
で
の
事
例
）

国
有

農
地

等
新

規
発

⾒

占
有
者

時
効

取
得

の
完

成
を

主
張

県
法

務
局

（
訟

務
部

⾨
）

と
事

前
打

合
せ

農
政
局

事
前

打
合

せ
を

参
考

に
協

議
会

へ
付

議
す

る
か

判
断

占
有
者

「
申

出
書

」
を

農
政

局
に

提
出

・
占

有
を

排
除

す
る

・
占

有
者

が
財

産
を

購
⼊

・
占

有
者

が
国

を
訴

え
る協
議
会

開
催

さ
れ

、
時

効
取

得
認

定
、

占
有

者
が

時
効

取
得

付
議

す
る

県
農

政
局

へ
事

前
相

談
付
議

し
な
い

申
出
書
等
以
外
の
通
知
上
必
要
と
さ
れ
て
い
る
書
類
は
提
出

県
は
時
効
が
完
成
し
て
い
る
と
判
断

判
断
の
基
準
が
不
明
確
・
結
果
は
⼝
頭
通
知

近
年
協
議
会
に
付
議
さ
れ
た
こ
と
が
な
い

10
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そ
の
結
果

〇
時
効
取
得
が
認
め
ら
れ
な
い
理
由
が
明
ら
か
で
な
い
。

→
県

と
し

て
占

有
者

（
国

⺠
）

に
⼗

分
な
説
明
責
任
を
果
た
せ
な
い
。

〇
協

議
会

に
お

け
る

時
効

取
得

認
定

に
か

か
る
基
準
が
明
確
で
な
い
。

→
基
準
を
策
定
し
、
国
⺠
に
明
⽰
す
べ
き

。
〇

司
法

⼿
続

き
に

よ
る

解
決

で
は
国
⺠
及
び
国
県
の
双
⽅
に
負
担

が
か

か
る

。

今
後
の
⽅
向
性

〇
戦

後
70

年
以

上
が

経
過

し
、

今
後

も
占
有
者
が
時
効
取
得
を
主
張
す
る
案
件
は
増
加
す
る
可
能
性

が
あ

る
。

〇
国

有
農

地
等

に
係

る
時
効
取
得
制
度
の
あ
り
⽅
を
⾒
直
す
必
要

が
あ

る
。

１
１

時
効

取
得

を
認

め
る

時
効

取
得

を
認

め
な

い

判
断
に
⾄
る
ま
で
の
基
準
を
明
確
に
す
る
必
要

占
有

者
が

時
効

取
得

の
完

成
を

主
張

81



【
制
度
改
正
に
よ
る
効
果
】

〇
国

有
農

地
等

に
係

る
時

効
取

得
制

度
の

適
正

な
運

⽤
及

び
認

定
に

か
か

る
基

準
を

明
確

化
す

る
こ

と
に

よ
り

、
国
⺠
へ
の
説
明
責
任
を
果
た
す
こ
と
が
可
能

と
な

り
、

適
正

な
運

⽤
が

図
れ

る
。

〇
協

議
会

に
お

け
る
時
効
取
得
の
認
定
に
か
か
る
基
準
を
明
確
化

し
、

そ
の

基
準

を
⽤

い
た

事
前

審
査

等
を

可
能

と
す

る
こ

と
で

、
国

有
農

地
等

の
迅

速
な

処
分

の
達

成
に

寄
与

す
る

。
→

管
理

経
費

（
維

持
管

理
経

費
等

）
の

削
減

に
繋

が
る

。
〇

裁
判

に
よ

ら
ず

と
も

解
決

で
き

る
よ

う
運

⽤
す

る
こ

と
で

、
国
⺠
お
よ
び
国
県
の
双
⽅
の
負
担
の
削
減

に
つ

な
が

る
。

〇
国

有
農

地
等

の
時

効
取

得
に

係
る
制
度
運
⽤
の
⾒
直
し

を
⾏

う
。

〇
同

制
度

に
お

け
る

時
効

取
得

の
認

定
に

係
る
明
確
な
基
準
を
策
定

す
る

。
提

案

１
２
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＜
地
方
分
権
改
革
に
関
す
る
提
案
募
集
＞

自
作
農
創
設
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
農
地
買
収
に
関
す
る

欄
外
登
記
の
看
過
に
よ
り
発
生
し
た
二
重
登
記
事
案
に

お
け
る
事
務
処
理
の
簡
素
化

宮
城
県

1
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は
じ
め
に
：
自
作
農
創
設
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
農
地
買
収
に
関
す
る

欄
外
登
記
と
二
重
登
記
に
つ
い
て

u
国
が
戦
後
の
農
地
解
放
で
自
作
農
創
設
特
別
措
置
法
（
以
下
自
農
法
）
に
基
づ
き

農
地
を
買
収
し
た
際
、
登
記
の
特
例
に
基
づ
く
欄
外
登
記
を
行
っ
て
い
た
。

u
当
該
特
例
に
よ
り
、
国
が
買
収
登
記
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
法
務
局
が
こ
の
欄

外
登
記
を
看
過
し
て
旧
所
有
者
又
は
そ
の
相
続
人
か
ら
所
有
権
移
転
登
記
を
受
け

付
け
て
し
ま
い
、
二
重
登
記
と
な
っ
て
し
ま
っ
た
事
例
が
多
数
発
生
し
て
い
る
。

u
こ
の
二
重
登
記
を
解
消
す
る
に
は
、
欄
内
の
名
義
人
等
関
係
者
か
ら
当
該
登
記
を

抹
消
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
承
諾
書
を
徴
集
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
そ
の
事
務
は

仙
台
法
務
局
民
事
行
政
部
長
通
知
に
よ
り
、
宮
城
県
が
行
う
よ
う
に
依
頼
さ
れ
て

い
る
。

u
し
か
し
な
が
ら
、
長
年
の
間
に
二
重
登
記
が
複
数
回
看
過
さ
れ
、
所
有
権
移
転
登

記
が
複
数
回
な
さ
れ
て
し
ま
っ
た
場
合
に
は
、
関
係
者
が
多
数
に
上
る
こ
と
も
多

く
、
ま
た
、
法
務
局
の
過
失
に
よ
り
事
故
案
件
と
な
っ
て
い
る
経
緯
か
ら
、
登
記

の
抹
消
承
諾
を
得
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
も
多
い
。

2
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支
障
の
概
要

u
こ
の
よ
う
に
二
重
登
記
の
名
義
人
等
関
係
者
が
登
記
承
諾
せ
ず
、
時
効
取
得
を
主
張

す
る
申
出
が
あ
っ
た
場
合
は
、
自
作
農
財
産
紛
争
処
理
等
連
絡
協
議
会
（
以
下
協
議

会
）
に
諮
る
必
要
が
あ
る
が
、
現
状
で
は
不
定
期
開
催
か
つ
年
１
回
程
度
の
開
催
が

通
例
と
な
っ
て
い
る
た
め
迅
速
な
解
決
が
難
し
い
。

u
こ
れ
は
、
協
議
会
の
開
催
方
法
が
、
農
林
水
産
省
構
造
改
善
局
長
通
知
「
自
作
農
財

産
紛
争
処
理
等
連
絡
協
議
会
の
設
置
運
営
に
つ
い
て
」
に
よ
り
、
仙
台
法
務
局
訟
務

部
長
、
東
北
農
政
局
経
営
・
事
業
支
援
部
長
の
代
表
委
員
2名
を
は
じ
め
、
所
在
地

を
管
轄
す
る
委
員
の
出
席
が
定
め
ら
れ
、
加
え
て
説
明
側
の
東
北
六
県
関
係
課
職
員
、

事
務
局
側
の
農
政
局
職
員
を
合
わ
せ
る
と
、
六
県
そ
れ
ぞ
れ
議
案
が
提
出
さ
れ
た
場

合
総
勢
20
数
名
を
招
集
す
る
必
要
が
あ
り
、
日
程
調
整
等
も
含
め
、
最
低
で
も
開
催

日
５
ヶ
月
程
度
前
か
ら
農
政
局
へ
の
打
ち
合
わ
せ
等
を
開
始
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

結
果
、
年
1回
に
な
ら
ざ
る
を
得
な
い
と
思
わ
れ
る
。

3
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Ø
ま
た
、
二
重
登
記
の
名
義
人
が
協
議
会
に
時
効
取
得
の
確
認
を
求
め
る
申
出
書
を

提
出
す
る
に
あ
た
り
、
時
効
取
得
の
根
拠
資
料
と
し
て
、
占
有
開
始
時
の
昭
和
時

代
の
資
料
（
固
定
資
産
税
納
税
証
明
書
・
耕
作
証
明
等
）
が
必
要
と
な
る
ケ
ー
ス

が
多
く
、
そ
の
収
集
が
申
出
者
に
と
っ
て
は
困
難
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

4

Ø
協
議
会
で
時
効
取
得
が
認
め
ら
れ
た
事
案
２
件
（
H
28
,H
30
)

Ø
今
年
度
諮
問
予
定
議
案
３
件
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